
平成23年3月期 決算短信〔日本基準〕（非連結） 
平成23年5月9日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 株式会社 タツミ 上場取引所 大 
コード番号 7268 URL http://www.tatsumi-ta.co.jp/
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 山本 千秋
問合せ先責任者 （役職名） 経理部長 （氏名） 木村 英典 TEL 0284-71-3131
定時株主総会開催予定日 平成23年6月22日 配当支払開始予定日 平成23年6月8日
有価証券報告書提出予定日 平成23年6月24日
決算補足説明資料作成の有無 ： 無
決算説明会開催の有無 ： 無

1.  平成23年3月期の業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 5,803 19.5 273 241.6 286 210.9 225 73.7
22年3月期 4,854 △15.0 80 ― 92 ― 130 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 37.64 ― 9.0 5.4 4.7
22年3月期 21.67 ― 5.6 1.7 1.6

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  0百万円 22年3月期  △62百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 5,490 2,631 47.9 438.67
22年3月期 5,210 2,392 45.9 398.91

（参考） 自己資本   23年3月期  2,631百万円 22年3月期  2,392百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 711 △107 △405 562
22年3月期 490 △184 △590 364

2.  配当の状況 

（注）１．23年３月期期末配当金内訳 ５円（普通配当３円・記念配当２円） 
   ２．当社は定款において、年2回（第2四半期末と期末）、剰余金の配当を行う旨を定めておりますが、現時点におきましては、平成24年3月期の配 当
予想額は未定であります。 

年間配当金 配当金総額
（合計） 配当性向

純資産配当
率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 0.00 ― ― ― ― ― ―
23年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 29 13.3 1.2
24年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3.  平成24年3月期の業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
平成24年3月期の業績予想については、現時点で東日本大震災の影響により合理的な算定が困難であるため未定とし、記載しておりません。詳細は（添
付資料）2ページ「１．経営成績（1）経営成績に関する分析 次期の見通し」をご覧ください。 



4.  その他 
(1) 重要な会計方針の変更 

(注）詳細は、（添付資料）13ページ「会計処理方法の変更」をご覧ください。 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 6,000,000 株 22年3月期 6,000,000 株
② 期末自己株式数 23年3月期 1,787 株 22年3月期 1,787 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 5,998,213 株 22年3月期 5,998,213 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続
は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
平成24年3月期の配当予想及び業績予想につきましては、現時点において、東日本大震災の影響により自動車業界の動向が不確定であり、生産の回復
幅の予測が困難であるため、それぞれ未定とさせていただきます。 
事業環境を見極めた上で、予想額の開示が可能となった時点で速やかに開示いたします。 
その開示時期は、当第2四半期中を予定しております。 
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(1）経営成績に関する分析 

  

（当期の経営成績）  

 当事業年度における我が国の経済は、世界経済が不安定ながらもアジアの成長に支えられ回復基調で推移した

ことにより、緩やかに改善の動きが見られ、企業収益の向上と設備投資意欲の持ち直しが見られました。 

 しかしながら、雇用情勢は依然として厳しく、円高の進行による輸出の伸び悩みや景気刺激策の段階的終了に

よる個人消費の反動減などの影響を受け、足踏み状態が続いておりました。 

 更に、３月11日に発生した東日本大震災により、我が国の経済は、未曾有の危機に直面しており、景気の先行

きが非常に不透明な状況となっております 

 この状況のなか、国内の自動車市場におきましては、4輪車の国内販売は、4,601千台（前年度比5.7％減）と

なりましたが、輸出が新興国向けを中心に好調で、国内生産は、３年ぶりに前年を上回りました。 

 この様な環境のなかで、当社は、売上に見合った筋肉質な身体作りと、プロフィットセンターである製造の改

革を進め、企業競争力の向上を図ってまいりました。 

 この結果、当社の売上は、上半期のエコカー補助金効果と輸出の好調が継続したことにより、前年同期比948

百万円増収の5,803百万円（前年同期比19.5％増）となりました。 

 一方、利益面におきましては、増収及び原価低減活動効果により営業利益は、前年同期比193百万円増益の273

百万円（前年同期比241.6％増）、経常利益は、前年同期比194百万円増益の286百万円（前年同期比210.9％

増）、当期純利益は、前年同期比95百万円増益の225百万円（前年同期比73.7％増）となりました。 

 なお、部門別の売上高状況は、次のとおりであります。 

 電装品用部品が前年同期比17.8％増、ブレーキ用部品が前年同期比16.8％増、応用その他の部品が建機用部品

の好調により前年同期比102.5％増となっております。 

  

（次期の見通し）  

  平成24年３月期における第２四半期累計期間及び通期の業績見通しは、東日本大震災の影響により、国内外に

おける自動車業界の生産の回復幅の予測が非常に困難な状況であり、当社に今後どの程度の影響が出るのかが、

現時点では、想定不可能であるため、業績の予想を未定とさせていただきます。 

 なお、事業環境を見極めた上で、予想額の開示が可能となった時点で速やかに開示いたします。 

 その開示を行う時期は、当第２四半期の見込みであります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

  

（資産、負債及び純資産の状況）  

 当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べ280百万円増加の5,490百万円となりました。 

 資産の部では、流動資産が前事業年度末に比べ473百万円増加の3,048百万円となりました。主な要因は、現預

金の増加（198百万円）によるものです。 

 また、固定資産は、前事業年度末に比べ193百万円減少の2,442百万円となりました。主な要因は、減価償却費

と投資抑制にともなう機械装置 の減少（65百万円）によるものです。 

 負債の部では、流動負債が前事業年度末に比べ592百万円増加の2,717百万円となりました。主な要因は、未払

金の増加（407百万円）によるものです。  

  また、固定負債は、前事業年度末に比べ550百万円減少の142百万円となりました。主な要因は、長期借入金の

１年内返済への振替（519百万円）によるものです。 

 純資産の部では、前事業年度末に比べ238百万円増加の2,631百万円となりました。主な要因は、当期純利益

（225百万円）によるものです。 

１．経営成績



 ［キャッシュ・フローの状況］ 

  当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べ198百万

円増加の562百万円となりました。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー）  

  営業活動の結果得られた資金は、711百万円（前年同期比45.1%増）となりました。 

 これは、主に税引前当期純利益の増加と未払金の増加によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出された資金は107百万円（前年同期比41.5%減）となりました。 

 これは、設備投資の抑制効果によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出された資金は、405百万円（前年同期比31.3%減）となりました。 

 これは、長期及び短期借入金の返済によるものです。  

      

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移   

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）各指標は、財務数値により計算しております。 

（注２）株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

（注４）有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社は、将来の事業展開と経営体質強化のために必要な内部留保を図りながら、安定した配当の継続を基本方

針としております。 

また、内部留保金につきましては、財務体質の強化を図りながら、設備投資、海外投資、研究開発活動に活用

して、将来の成長へつなげていくことで、株主の皆様のご支援にお応えしてまいる所存であります。 

当期の期末配当金につきましては、平成22年５月７日開催の取締役会において、１株当たり３円とさせていた

だきましたが、当社が創立60周年目にあたることから記念配当金として２円を上積みし、期末配当金を５円とさ

せていただくことを平成23年５月９日開催の取締役会にて決議し、本日、「業績予想及び期末配当（記念配当）

予想の修正に関するお知らせ」にて開示いたしました。 

なお、次期における配当金は、現時点では未定でありますが、配当予想額の開示が可能となった時点で速やか

に開示いたします。 

  平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 

自己資本比率（％） 40.2 45.9 47.9 

時価ベースの自己資本比率（％） 27.4 24.5 21.8 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 7.2 2.8 1.4 

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 12.6 19.6 43.7 



(4）事業等のリスク 

以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項を記載しております。 

 また、当社として必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資判断上あるいは当社の事業

活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資者に対する積極的な情報開示の観点から記載してお

ります。 

 当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であり

ますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行わ

れる必要があります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

① 特定の得意先及び製品について 

当社の売上高は、自動車業界のシェアが全体の95.6％を占めており、今後の業界の動向により業績が大きく

左右されます。 

 得意先別に見ると、自動車電装品用部品を中心とした㈱ミツバグループのシェアが53.3％、自動車ブレーキ

用部品を中心とした曙ブレーキ工業㈱グループ及び日信工業㈱グループのシェアが41.1％となっており、上記

３社グループへの依存度が高くなっております。 

 このため、当社の業績は、上記３社グループへの販売動向によって影響を受ける可能性があります。 

② 経済動向による影響について 

 自動車業界における当社の位置づけは、二次部品加工メーカーであります。 

 一次部品加工メーカー経由で国内を主としてアジア圏、米国圏へも製品を供給しております。 

 このため、当社の業績は、国内及び諸外国の経済の国際市場が抱えるリスクの影響を受けます。 

また、当社の顧客がその製品を販売、提供するいずれかの地域において景気動向が悪化することにより当該 

製品に対する需要が低下した場合において、当社の業績は、悪影響を受ける可能性があります。 

③ 親会社である㈱ミツバとの関係について 

 当社の親会社である㈱ミツバ（平成23年3月31日現在、当社の発行済株式総数の53.1％を所有）は、傘下に多

数の関係会社を擁し輸送用機器関連事業及び情報処理関連事業を主に営んでいるほか、グループ向及び一般向

建設関連事業、並びにその他の事業としてグループの製品及び一般貨物の運送、保管業を営んでおります。 

 当社は、㈱ミツバグループの中で輸送用機器関連事業に属する１社として事業展開しております。 

 当社から㈱ミツバに対する売上高は、当社の43.6％を占めており、依存度が高くなっております。 

 このため、当社の事業展開は、㈱ミツバの経営戦略等の影響を受ける可能性があります。 

④ 為替の変動リスクについて 

 為替変動は、当社の外貨建取引から発生する資産及び負債の日本円換算額に影響を与える可能性があります。

 また、為替動向は外貨建てで取引されている売上高にも影響を与える可能性があります。 

 この様な為替リスクを完全にヘッジすることは不可能ですが、影響をより少なくするために、為替予約等のリ

スクヘッジを実施しております。 

 しかしながら、短期的な変動による悪影響を最小限に止める努力をしておりますが、中長期的な通貨変動によ

り、計画された販売活動を確実に実行できない場合があるため、急激な為替変動は当社の業績及び財務状況に重

大な影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 棚卸資産について 

 当社は、棚卸資産の推定される将来需要及び市場状況に基づく時価の見積額と原価との差額に相当する陳腐化

の見積額について、評価損を計上しております。 

 実際の将来需要または市場状況が当社経営陣の見積りより悪化した場合、追加の評価減が必要となる場合があ

ります。 

  

最近の有価証券報告書（平成22年６月25日提出）における「事業の内容」及び「関係会社の状況」から重要な変

更がないため開示を省略しております。  

２．企業集団の状況



  

(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、「タツミは、タツミを愛しささえる人々とともに、社会と環境に調和した技術の創造を通して、お客様

に満足と信頼を提供する。」を基本理念として、  

1. 選ばれる企業をめざし価値ある商品を提供する。  

2. 固有技術を磨き、市場開発に挑戦する。  

3. 人を活かし、人に生かされる企業となる。  

を経営理念としてとらえ、諸施策に取組んでおります。  

   

(2）目標とする経営指標 

 当社は、本業での利益確保を最優先と考え、売上高営業利益率を重視しております。  

過去の実績は、△5.9%(平成21年3月期)、1.6%(平成22年3月期)、4.7%(平成23年3月期)となっております。 

   

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 平成23年度からスタートした新中期経営計画の目標に向け、「グローバルで生き抜く！（一人ひとりのスキル強

化）」をスローガンとして、下記の取組みを行ってまいります。 

１．６つの加工技術を磨き上げ競争力のある部品を提供する。（成長） 

２．全員参加で桁違い品質を達成し、お客様の信頼を獲得する。（品質） 

３．総原価改善を徹底的にやり抜き適正利益を確保する。（コスト） 

４．仕事のやり方をかえ、一人ひとりのリードタイムを短縮する。（プロセス／人材） 

    

(4）会社の対処すべき課題 

 当社を取り巻く事業環境は、一段と厳しい状況になることが予測されますが、一層の構造改革を進め、どのよう

な環境下でも、確実に利益の出せる体質の構築を進めてまいります。 

 重点施策として、  

・設備総合効率向上 

・圧造競争力向上 

・ＥＲＰ活用による在庫半減 

・品質コスト半減 

・海外現調化推進 

・新規顧客開拓 

 を確実に実行することで業績及び企業価値の更なる向上を図ってまいる所存であります。 

  

３．経営方針



４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 364,768 562,860

受取手形 60,080 77,524

売掛金 注2  1,198,221 注2  1,242,380

商品及び製品 121,613 99,345

仕掛品 207,573 252,045

原材料及び貯蔵品 153,490 162,479

前払費用 4,832 3,863

繰延税金資産 87,651 100,588

未収入金 注2  375,808 注2  530,166

その他 注2  2,260 注2  18,822

貸倒引当金 △1,400 △1,600

流動資産合計 2,574,899 3,048,475

固定資産   

有形固定資産   

建物 注1  2,072,880 注1  2,072,440

減価償却累計額 △1,432,597 △1,488,304

建物（純額） 注1  640,282 注1  584,135

構築物 注1  153,176 注1  154,935

減価償却累計額 △108,991 △112,882

構築物（純額） 注1  44,184 注1  42,053

機械及び装置 注1  3,527,056 注1  3,545,375

減価償却累計額 △2,845,887 △2,929,322

機械及び装置（純額） 注1  681,168 注1  616,052

車両運搬具 17,309 15,649

減価償却累計額 △16,100 △15,042

車両運搬具（純額） 1,208 607

工具、器具及び備品 435,206 334,233

減価償却累計額 △357,131 △286,568

工具、器具及び備品（純額） 78,074 47,664

土地 注1  40,361 注1  40,361

建設仮勘定 4,558 24,605

有形固定資産合計 1,489,838 1,355,480

無形固定資産   

借地権 4,892 4,892

ソフトウエア 556 171

その他 847 847

無形固定資産合計 6,296 5,911

投資その他の資産   

投資有価証券 110,827 119,531

関係会社株式 653,063 653,063

出資金 303 303

前払年金資産 321,486 267,029

事業保険 34,665 24,224

その他 18,955 16,886

投資その他の資産合計 1,139,301 1,081,037

固定資産合計 2,635,436 2,442,429

資産合計 5,210,336 5,490,904



（単位：千円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 注2  204,248 注2  207,710

短期借入金 注1  660,000 注1  420,000

1年内返済予定の長期借入金 165,244 519,267

未払金 注2  919,345 注2  1,326,413

未払法人税等 8,361 77,042

未払消費税等 33,386 7,196

未払配当金 304 113

未払費用 18,573 21,704

資産除去債務 － 156

預り金 5,630 4,550

賞与引当金 110,259 131,241

その他の引当金 － 2,198

流動負債合計 2,125,354 2,717,594

固定負債   

長期借入金 546,922 27,655

繰延税金負債 114,901 114,410

役員退職慰労引当金 30,426 －

固定負債合計 692,250 142,065

負債合計 2,817,604 2,859,659

純資産の部   

株主資本   

資本金 715,000 715,000

資本剰余金   

資本準備金 677,955 677,955

資本剰余金合計 677,955 677,955

利益剰余金   

利益準備金 60,000 60,000

その他利益剰余金   

別途積立金 1,050,000 928,256

繰越利益剰余金 △121,743 225,773

利益剰余金合計 988,256 1,214,029

自己株式 △567 △567

株主資本合計 2,380,643 2,606,417

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 12,088 24,827

評価・換算差額等合計 12,088 24,827

純資産合計 2,392,732 2,631,244

負債純資産合計 5,210,336 5,490,904



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 注1  4,854,805 注1  5,803,228

売上原価   

製品期首たな卸高 129,989 121,613

当期製品製造原価 注1,4 4,404,266 注1,4 5,096,746

合計 4,534,255 5,218,359

他勘定振替高 注2  1,081 注2  3,264

製品期末たな卸高 121,613 99,345

製品売上原価 注9 4,411,561 注9 5,115,748

売上総利益 443,244 687,479

販売費及び一般管理費   

販売費 注3 173,120 注3 214,362

一般管理費 注3,4 190,049 注3,4 199,618

販売費及び一般管理費合計 363,170 413,980

営業利益 80,073 273,498

営業外収益   

受取利息 155 154

受取配当金 584 1,676

受取賃貸料 100 118

受取イニシャルフィ 注1  6,000 注1  14,500

受取保険金 － 2,906

製造提携先機械等売却益 注1  4,557 注1  15,273

製造提携先技術指導料 1,463 3,010

助成金収入 20,563 3,942

その他 9,624 9,369

営業外収益合計 43,049 50,952

営業外費用   

支払利息 26,087 16,974

為替差損 4,592 19,085

その他 256 1,821

営業外費用合計 30,937 37,881

経常利益 92,186 286,569

特別利益   

固定資産売却益 注5 17 注5 305

投資有価証券売却益 15 12,265

賞与引当金戻入額 52,870 －

特別利益合計 52,904 12,570

特別損失   

固定資産売却損 － 注6 262

固定資産除却損 注7 5,390 注7 5,395

減損損失 注8 3,510 注8 1,860

災害による損失 － 6,852

雑損失 755 8,018

特別損失合計 9,655 22,389

税引前当期純利益 135,434 276,751

法人税、住民税及び事業税 3,709 73,054

過年度法人税等 824 －

法人税等調整額 898 △22,076

法人税等合計 5,432 50,977

当期純利益 130,001 225,773



（脚注） 

製造原価明細書

    
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費          1,508,794  34.5        1,937,721  37.4

Ⅱ 労務費          1,200,418  27.5        1,379,580  26.6

Ⅲ 経費                                      

外注加工費    704,565              903,505            

減価償却費    382,532              316,437            

その他    576,433  1,663,530  38.0  648,227  1,868,170  36.0

当期総製造費用          4,372,744  100.0        5,185,472  100.0

期首仕掛品たな卸高          271,439              207,573      

合計          4,644,184              5,393,046      

他勘定へ振替高 (注)        32,344              44,254      

期末仕掛品たな卸高          207,573              252,045      

当期製品製造原価          4,404,266              5,096,746      

                                       

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

原価計算の方法は、組別総合原価計算によっており、材料

費、労務費、経費とも予定をもって計算し、期末原価差額

は当期売上原価と期末におけるたな卸資産に配賦しており

ます。 

同左 

（注）他勘定へ振替高の内訳は次のとおりであります。 （注）他勘定へ振替高の内訳は次のとおりであります。 

建設仮勘定       千円1,792

たな卸減耗費        千円8,671

作業屑        千円16,407

技術研究費       千円4,372

その他    千円1,100

計        千円32,344

建設仮勘定       千円2,480

たな卸減耗費        千円5,301

作業屑        千円31,973

技術研究費       千円2,928

その他    千円1,571

計        千円44,254



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 715,000 715,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 715,000 715,000

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 677,955 677,955

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 677,955 677,955

資本剰余金合計   

前期末残高 677,955 677,955

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 677,955 677,955

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 60,000 60,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 60,000 60,000

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 1,050,000 1,050,000

当期変動額   

別途積立金の取崩 － △121,743

当期変動額合計 － △121,743

当期末残高 1,050,000 928,256

繰越利益剰余金   

前期末残高 △251,745 △121,743

当期変動額   

別途積立金の取崩 － 121,743

当期純利益 130,001 225,773

当期変動額合計 130,001 347,517

当期末残高 △121,743 225,773

利益剰余金合計   

前期末残高 858,254 988,256

当期変動額   

別途積立金の取崩 － －

当期純利益 130,001 225,773

当期変動額合計 130,001 225,773

当期末残高 988,256 1,214,029

自己株式   

前期末残高 △567 △567

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 △567 △567



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 2,250,641 2,380,643

当期変動額   

当期純利益 130,001 225,773

当期変動額合計 130,001 225,773

当期末残高 2,380,643 2,606,417

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 1,620 12,088

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,467 12,738

当期変動額合計 10,467 12,738

当期末残高 12,088 24,827

評価・換算差額等合計   

前期末残高 1,620 12,088

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,467 12,738

当期変動額合計 10,467 12,738

当期末残高 12,088 24,827

純資産合計   

前期末残高 2,252,262 2,392,732

当期変動額   

剰余金の配当 － －

当期純利益 130,001 225,773

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 10,467 12,738

当期変動額合計 140,469 238,512

当期末残高 2,392,732 2,631,244



（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 135,434 276,751

減価償却費 392,635 324,910

有形固定資産除却損 5,390 5,395

減損損失 3,510 1,860

貸倒引当金の増減額（△は減少） 400 200

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,093 20,982

前払年金資産の増減額（△は増加） 56,460 54,457

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,626 △30,426

受取利息及び受取配当金 △739 △1,831

支払利息 26,087 16,974

有形固定資産売却損益（△は益） △17 △43

投資有価証券売却損益（△は益） 15 △12,265

賞与引当金戻入額 △52,870 －

売上債権の増減額（△は増加） △396,469 △61,603

たな卸資産の増減額（△は増加） 124,156 △31,193

その他の流動資産の増減額（△は増加） 7,176 △170,534

仕入債務の増減額（△は減少） 114,847 3,462

未払金の増減額（△は減少） 24,039 361,818

その他の流動負債の増減額（△は減少） 74,439 △43,862

その他 － △6,684

小計 510,777 708,367

利息及び配当金の受取額 749 1,741

利息の支払額 △24,983 △16,300

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 3,895 17,703

営業活動によるキャッシュ・フロー 490,438 711,512

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △180,989 △145,100

有形固定資産の売却による収入 93 490

投資有価証券の取得による支出 △120 △278

投資有価証券の売却による収入 355 25,228

その他の投資資産の増減額（△は増加） △3,958 11,674

投資活動によるキャッシュ・フロー △184,619 △107,986

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △410,900 △240,000

長期借入金の返済による支出 △179,004 △165,244

配当金の支払額 △279 △190

財務活動によるキャッシュ・フロー △590,183 △405,434

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △284,363 198,091

現金及び現金同等物の期首残高 649,131 注  364,768

現金及び現金同等物の期末残高 注  364,768 注  562,860



     該当事項はありません。  

  

 最近の有価証券報告書（平成22年６月25日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略しておりま

す。  

  

   

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）重要な会計方針

(7）会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

         ―――――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

 これによる営業利益、経常利益及び当期純利益への影

響は軽微であります。 

(8）財務諸表に関する注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成22年３月31日） 

当事業年度 
（平成23年３月31日） 

（注１）担保に供している資産は次のとおりであります。 （注１）担保に供している資産は次のとおりであります。

担保資産 担保資産に対
応する債務 

種類 期末薄価 
（千円） 

担保権の
種類 内容 期末残高

（千円） 

建物  493,597
工場財団
抵当権 短期借入金 10,000

構築物  10,297         

機械及び装
置  268,033         

土地  32,895         

計  804,824 － 計 10,000

担保資産
担保資産に対
応する債務 

種類
期末薄価
（千円） 

担保権の 
種類 内容 期末残高

（千円） 

建物 442,950
工場財団 
抵当権 短期借入金 10,000

構築物 9,230         

機械及び装
置 202,211         

土地 32,895         

計 687,287 － 計 10,000

（注２）関係会社に対する資産及び負債のうち、各科目に

含まれているものは次のとおりであります。 

（注２）関係会社に対する資産及び負債のうち、各科目に

含まれているものは次のとおりであります。 

（資産）売掛金        千円267,947

未収入金        千円29,624

流動資産のその他

（立替金） 
      千円1,109

（負債）買掛金        千円18,654

未払金        千円8,503

（資産）売掛金        千円266,325

未収入金        千円106,926

流動資産のその他

（立替金） 
      千円6,354

（負債）買掛金        千円21,784

未払金        千円7,978

（３）当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行２行と当座貸越契約を締結しております。 

 この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

（３）当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀

行２行と当座貸越契約を締結しております。 

 この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。 

当座貸越極度額      千円1,100,000

借入実行残高        千円550,000

差引額        千円550,000

当座貸越極度額      千円900,000

借入実行残高        千円410,000

差引額        千円490,000



（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（注１）関係会社に対する主要な取引高は次のとおりであ

ります。 

（注１）関係会社に対する主要な取引高は次のとおりであ

ります。 

売上高      千円2,179,220

材料費       千円157,747

営業外収益  

受取イニシャルフィ 千円6,000

製造提携先機械等売却益    千円4,557

売上高      千円2,629,151

材料費       千円203,887

営業外収益  

受取イニシャルフィ 千円13,500

製造提携先機械等売却益    千円15,272

（注２）他勘定へ振替高は次のとおりであります。 （注２）他勘定へ振替高は次のとおりであります。 

技術研究費       千円734

その他     千円346

技術研究費       千円1,554

その他     千円1,710

（注３）販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

（注３）販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

販売費   

給与      千円 31,116

賞与    －千円 

賞与引当金繰入額       千円 3,318

退職給付引当金繰入額       千円 3,419

法定福利費       千円 4,836

減価償却費       千円 7,230

運搬費保管料、荷造包装費     千円 95,385

貸倒引当金繰入額     千円 400

一般管理費   

役員報酬      千円 48,102

給与      千円 39,262

賞与      －千円 

賞与引当金繰入額       千円 3,302

退職給付引当金繰入額     千円 2,839

役員退職慰労引当金繰入額       千円 5,223

法定福利費      千円 10,801

公租公課       千円 8,510

報酬等      千円 18,411

減価償却費       千円 2,873

販売費   

給与      千円 34,916

賞与     千円 △576

賞与引当金繰入額       千円 4,152

退職給付引当金繰入額       千円 2,705

法定福利費       千円 5,260

減価償却費       千円 5,938

運搬費保管料、荷造包装費     千円 115,262

貸倒引当金繰入額     千円 200

一般管理費   

役員報酬      千円 58,108

給与      千円 44,876

賞与       千円 895

賞与引当金繰入額       千円 1,892

退職給付引当金繰入額     千円 2,606

役員退職慰労引当金繰入額      －千円 

法定福利費      千円 12,181

公租公課       千円 9,945

報酬等      千円 18,925

減価償却費       千円 2,534

（注４）研究開発費は、 千円であります。 56,172 （注４）研究開発費は、 千円であります。 58,639

（注５）固定資産売却益は機械及び装置であります。   （注５）固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置          千円48

車両運搬具       千円257

 計       千円305

（注６）      ―          （注６）固定資産売却損は機械及び装置であります。   

（注７）固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 （注７）固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物          千円1,202

構築物          千円271

機械及び装置          千円896

工具、器具及び備品       千円3,019

 計       千円5,390

建物          千円349

構築物          千円45

機械及び装置          千円4,047

工具、器具及び備品       千円953

 計       千円5,395



前事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

            当社は、新株予約権及び自己新株予約権の発行をしていないため当該事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

     平成21年２月10日開催の取締役会にて平成21年３月31日を基準日とする配当は行わないことを決議  

       しており、該当事項はありません。  

  

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

              平成21年８月５日開催の取締役会にて平成22年３月31日を基準日とする配当は行わないことを決議 

      しており、該当事項はありません。 

  

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（注８）減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上しました。 

  場所：群馬県みどり市及び太田市 

  用途：遊休資産 

  種類：機械及び装置 

 事業の用に供していない当該遊休資産について、

回収可能性が認められないため、帳簿価額を備忘価

額まで減額し、当該減少額を減損損失( 千円)

として特別損失に計上しました。 

 当社は、輸送用機器関連事業単一の事業セグメン

トにより構成されていることから、全体を１つの資

産グループとして捉え、遊休資産については、個々

の資産単位でのグルーピングを行っております。 

なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価

額により測定しております。  

（注９）期末のたな卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下

後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価

に含まれております。 

  千円 

3,510

7,739

（注８）減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上しました。 

  場所：群馬県みどり市及び太田市 

  用途：遊休資産 

  種類：機械及び装置 

 事業の用に供していない当該遊休資産について、

回収可能性が認められないため、帳簿価額を備忘価

額まで減額し、当該減少額を減損損失( 千円)

として特別損失に計上しました。 

 当社は、輸送用機器関連事業単一の事業セグメン

トにより構成されていることから、全体を１つの資

産グループとして捉え、遊休資産については、個々

の資産単位でのグルーピングを行っております。 

なお、当資産グループの回収可能額は正味売却価

額により測定しております。  

（注９）期末のたな卸資産は収益性の低下に伴う簿価切下

後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価

に含まれております。 

  千円 

1,860

4,998

（株主資本等変動計算書関係）

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式  6,000,000  － －  6,000,000

合計  6,000,000 － －  6,000,000

自己株式         

普通株式  1,787 － －  1,787

合計  1,787 － －  1,787



当事業年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

            当社は、新株予約権及び自己新株予約権の発行をしていないため当該事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

     平成21年８月５日開催の取締役会にて平成22年３月31日を基準日とする配当は行わないことを決議  

       しており、該当事項はありません。 

  

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの               

  

  
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式         

普通株式  6,000,000 －  －  6,000,000

合計  6,000,000  －  －  6,000,000

自己株式         

普通株式  1,787 －  －  1,787

合計  1,787  －  －  1,787

（ 決 議 ） 株式の種類 配当金の総額
(千円） 

1株当たり配当額
（円） 基 準 日 効 力 発 生 日 

平成23年５月９日
取 締 役 会 普通株式 29,991 5.00 平成23年３月31日 平成23年６月８日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（注）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（注）現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成22年３月31日現在) (平成23年３月31日現在)

現金及び預金勘定      千円364,768

現金及び現金同等物      千円364,768

現金及び預金勘定      千円562,860

現金及び現金同等物      千円562,860



リース取引、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、関連当事者との取引、税効果会計、退職給付、ストック・

オプション等、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項につきましては、重要な変更がなく、若

しくは決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。  

  

   

  

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日） 

当社は、自動車用部品事業の単一のセグメントであるため、記載しておりません。 

（追加情報） 

当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

（開示の省略）

（持分法損益等）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

関連会社に対する投資の金額    千円653,063

持分法を適用した場合の投資の金額    千円318,225

持分法を適用した場合の投資損失の金額   千円62,063

関連会社に対する投資の金額    千円653,063

持分法を適用した場合の投資の金額    千円295,987

持分法を適用した場合の投資利益の金額   千円38

（セグメント情報等）

セグメント情報



  

   

 （注） １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前事業年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額        円398.91

１株当たり当期純利益金額       円21.67

１株当たり純資産額        円438.67

１株当たり当期純利益金額       円37.64

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

純資産の部の合計額（千円）  2,392,732  2,631,244

純資産の部の合計額から控除する額 

（千円） 
 －  －

普通株式に係る期末の純資産額（千円）  2,392,732  2,631,244

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（株） 
 5,998,213  5,998,213

  
前事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当期純利益又は当期純損失（△）  

（千円） 
 130,001  225,773

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円） 
 130,001  225,773

期中平均株式数（株）  5,998,213  5,998,213

（重要な後発事象）



(1）役員の異動 

① 代表者の異動 

   該当事項はありません。 

② 新任取締役及び新任監査役候補 

新任取締役候補 

取締役    小 宮 博 之  （現  ㈱ミツバ取締役専務執行役員） 

  取締役    長 瀬 裕 一 （現 ㈱ミツバ執行役員） 

（注）小宮博之及び長瀬裕一氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

     就任予定日 平成23年６月22日 

新任監査役候補 

  該当事項はありません。  

③ 退任予定取締役 

  栃 木 正 則 

  

(2）部門別販売の状況 

  

（注）1. 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次のとおりです。 

2 上記の金額には、消費税等を含んでおりません。 

  

５．その他

事業の名称 品   目 

当事業年度 

（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 
前年同期比 

(%) 

金額(千円) 
構成比

(%) 

輸送用機器

関連事業 

自動車用部品 

視界確保  431,732  7.4 102.0

利便快適  1,242,907  21.4 119.3

コミュニケーション  128,504  2.2 110.9

エンジン補機  378,835  6.5 125.1

４輪ブレーキ  2,301,447  39.7 121.6

２輪ブレーキ  315,855  5.4 90.8

２輪汎用  750,189  12.9 123.9

小計  5,549,471  95.6 117.3

その他 応用機器  253,757  4.4 202.5

合計  5,803,228  100.0 119.5

相 手 先 

前事業年度 

（自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成22年４月１日 

至 平成23年３月31日） 

金額(千円) 割合(%) 金額(千円) 割合(%) 

㈱ミツバ  2,127,632  43.8  2,528,240  43.6

曙ブレーキ工業㈱  930,643  19.2  1,252,506  21.6

日信工業㈱  1,056,670  21.8  1,135,246  19.6
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